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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期
第１四半期
累計期間

第64期
第１四半期
累計期間

第63期

会計期間

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　９月30日

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　９月30日

自平成28年
　７月１日
至平成29年
　６月30日

売上高 （千円） 951,915 1,087,298 4,792,783

経常利益 （千円） 44,849 3,694 98,507

四半期（当期）純利益 （千円） 36,307 1,413 120,862

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 849,500 849,500 849,500

発行済株式総数 （千株） 6,860 6,860 6,860

純資産額 （千円） 2,489,852 2,586,086 2,604,211

総資産額 （千円） 3,492,949 3,756,418 3,652,863

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 5.30 0.21 17.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 4.00

自己資本比率 （％） 71.3 68.8 71.3

　（注）１.当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

　　　　２.売上高には、消費税等は含んでおりません。

　     ３.持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

　　　　４.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、各種政策の効果もあって、企業収益や雇用情勢は改善し、個人消

費や設備投資は持ち直してきており、景気は緩やかな回復基調が続いております。

　一方、建設業界につきましては、新設住宅着工戸数は４か月連続かつ大幅マイナスとなっております。公共工事

におきましては、請負件数が再び前年を下回ったものの金額は市町発注を中心に大幅に増加したため、全体では２

か月連続の大幅プラスとなっております。

　このような経済状況下、当社は現場力の強化、経費削減及びリスク管理の強化を重点的に取り組み、競争力を高

める努力をしてまいりました。

　この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,087百万円（前年同四半期比14.2％増）、営業利益1百万円

（前年同四半期比95.5％減）、経常利益3百万円（前年同四半期比91.8％減）、四半期純利益1百万円（前年同四半

期比96.1％減）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①土木部門

　土木部門の受注工事高は、860百万円（前年同四半期比43.5％減）となり、完成工事高687百万円（前年同四半期

比8.8％増）、セグメント利益7百万円(前年同四半期比76.1％減）となりました。

②建築部門

　建築部門の受注工事高は、162百万円（前年同四半期比37.5％減）となり、完成工事高392百万円（前年同四半期

比25.7％増）、セグメント損失10百万円（前年同四半期はセグメント利益5百万円）となりました。

③不動産部門

　不動産部門の売上高は7百万円（前年同四半期比8.6％減）、セグメント利益4百万円（前年同四半期比13.1％

減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第１四半期会計期間末における流動資産は2,688百万円となり、前事業年度末に比べ98百万円増加いたしまし

た。これは主に受取手形・完成工事未収入金等が181百万円増加したことによるものであります。固定資産は1,067

百万円となり、前事業年度末に比べ4百万円増加いたしました。これは主に投資有価証券が11百万円増加したこと

によるものであります。

　この結果、総資産は3,756百万円となり、前事業年度末に比べ103百万円増加いたしました。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における流動負債は1,101百万円となり、前事業年度末に比べ119百万円増加いたしまし

た。これは支払手形・工事未払金等が35百万円および未成工事受入金が51百万円増加したことなどによるものであ

ります。固定負債は68百万円となり、前事業年度末と比べ2百万円増加いたしました。これは主に繰延税金負債が3

百万円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は1,170百万円となり、前事業年度末に比べ121百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は2,586百万円となり、前事業年度末に比べ18百万円減少いたしま

した。これは主に利益剰余金が26百万円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は68.8％（前事業年度末は71.3％）となりました。

（３）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（５）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、2百万円であります。なお、当社の研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見直し

　　　　当第１四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　普通株式 22,000,000

計 22,000,000

　（注）１　平成29年９月27日開催の第63回定時株主総会において、当社普通株式について10株を１株に併合する旨およ

び株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行可能株式総数を22,000,000株から2,200,000株

に定款変更をする旨が承認可決されております。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,860,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 （注）

計 6,860,000 同左 － －

　（注）１　単元株式数は、1,000株であります。

　　　　２　平成29年９月27日開催の第63回定時株主総会において、10株を１株とする株式併合が承認可決され、株式併

合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行済株式総数は686,000株となります。

　　　　３　平成29年９月27日開催の第63回定時株主総会において、株式併合および定款変更の議案が承認されることを

条件とした株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更する

旨が承認可決されております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 6,860,000 － 849,500 － 625,900
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（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

 

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式

4,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

6,846,000
6,846 －

単元未満株式
普通株式

10,000
－ －

発行済株式総数 6,860,000 － －

総株主の議決権 － 6,846 －

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社三東工業社
滋賀県甲賀市信楽町

江田610番地
4,000 － 4,000 0.06

計 － 4,000 － 4,000 0.06

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ひかり監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
当第１四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,516,136 1,394,036

受取手形・完成工事未収入金等 753,868 935,444

販売用不動産 206,897 206,897

その他 124,680 166,391

貸倒引当金 △11,400 △13,900

流動資産合計 2,590,182 2,688,870

固定資産   

有形固定資産   

土地 383,998 383,998

その他（純額） 379,492 371,352

有形固定資産合計 763,491 755,351

無形固定資産   

その他 29,364 29,785

無形固定資産合計 29,364 29,785

投資その他の資産   

投資有価証券 188,784 199,938

その他 128,668 130,101

貸倒引当金 △47,628 △47,628

投資その他の資産合計 269,824 282,410

固定資産合計 1,062,680 1,067,548

資産合計 3,652,863 3,756,418

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 582,600 618,411

未払法人税等 23,163 4,955

未成工事受入金 252,402 303,781

完成工事補償引当金 44,500 46,900

工事損失引当金 168 －

その他 79,776 127,657

流動負債合計 982,610 1,101,706

固定負債   

繰延税金負債 22,550 25,820

その他 43,489 42,805

固定負債合計 66,040 68,625

負債合計 1,048,651 1,170,332
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
当第１四半期会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 849,500 849,500

資本剰余金 625,900 625,900

利益剰余金 1,076,129 1,050,120

自己株式 △530 △530

株主資本合計 2,550,999 2,524,990

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 53,212 61,096

評価・換算差額等合計 53,212 61,096

純資産合計 2,604,211 2,586,086

負債純資産合計 3,652,863 3,756,418
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高   

完成工事高 943,777 1,079,858

不動産事業等売上高 8,138 7,440

売上高合計 951,915 1,087,298

売上原価   

完成工事原価 834,508 1,001,872

不動産事業等売上原価 2,825 2,825

売上原価合計 837,333 1,004,697

売上総利益   

完成工事総利益 109,268 77,985

不動産事業等総利益 5,313 4,615

売上総利益合計 114,581 82,600

販売費及び一般管理費 71,765 80,669

営業利益 42,816 1,931

営業外収益   

受取利息 389 6

受取配当金 420 50

経営指導料 － 2,656

雑収入 1,368 259

営業外収益合計 2,178 2,972

営業外費用   

支払利息 5 －

支払保証料 139 1,209

営業外費用合計 144 1,209

経常利益 44,849 3,694

特別損失   

固定資産売却損 1,215 －

特別損失合計 1,215 －

税引前四半期純利益 43,633 3,694

法人税等 7,326 2,281

四半期純利益 36,307 1,413
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 (税金費用の計算方法)

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（株式併合及び単元株式数の変更等）

　当社は、平成29年８月25日開催の取締役会において、平成29年９月27日開催の第63回定時株主総会に株式併合

及び単元株式数の変更について付議することを決議し、同定時株主総会で承認可決され、平成30年１月１日でそ

の効力が発生いたします。

（１）株式併合及び単元株式数の変更の目的

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、すべての国内上場会社の普通株式の売買

単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元株式

数を1,000株から100株に変更するとともに、証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準（５万円以上50万

円未満）を勘案し、株式併合（普通株式10株につき１株の割合で併合）を実施するものであります。

（２）株式併合の内容

①　株式併合する株式の種類

普通株式

②　株式併合の方法・比率

　平成30年１月１日をもって、平成29年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数

を基準に、10株につき１株の割合をもって併合いたします。

③　株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日現在） 6,860,000株

今回の株式併合により減少する株式数 6,174,000株

株式併合後の発行済株式総数 686,000株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株式総

数及び株式併合の割合に基づき算出した理論値であります。

（３）１株未満の端数が生じる場合の処理

　株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一括して処分し、その処分

代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

（４）効力発生日における発行可能株式総数

　2,200,000株

　株式併合の割合にあわせて、従来の22,000,000株から2,200,000株に減少いたします。

（５）単元株式数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

（６）株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 平成29年８月25日

株主総会決議日 平成29年９月27日

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成30年１月１日

（７）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期累計期間

（自　平成28年７月１日

至　平成28年９月30日）

当第１四半期累計期間

（自　平成29年７月１日

至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 52円96銭 2円06銭

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額
－ －

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

減価償却費 11,354千円 13,965千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月27日

定時株主総会
普通株式 27,423 4 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月27日

定時株主総会
普通株式 27,422 4 平成29年６月30日 平成29年９月28日 利益剰余金

 

 

（金融商品関係）

　　　　該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので、持分法損益等を記載しておりません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社三東工業社(E00259)

四半期報告書

12/16



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年７月１日　　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算

書計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 631,966 311,810 8,138 951,915 951,915

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 631,966 311,810 8,138 951,915 951,915

セグメント利益 31,986 5,516 5,313 42,816 42,816

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項）

　セグメントの利益の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年７月１日　　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算

書計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 687,822 392,036 7,440 1,087,298 1,087,298

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 687,822 392,036 7,440 1,087,298 1,087,298

セグメント利益又は損

失（△）
7,633 △10,317 4,615 1,931 1,931

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　セグメントの利益又は損失の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 ５円30銭 ０円21銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 36,307 1,413

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 36,307 1,413

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,855 6,855

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月10日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

 

ひかり監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 土江田　雅史　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　玲司　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工

業社の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第64期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビュ－に基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三東工業社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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